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  （百万円未満切捨て）

１．平成27年３月期の業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
27年３月期 7,483 37.9 133 191.1 151 228.5 65 △37.1 
26年３月期 5,426 △13.9 45 △74.4 46 △72.9 104 △31.7 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
27年３月期 2.80 － 3.6 2.5 1.8 

26年３月期 4.46 － 5.9 0.9 0.8 
 
（参考）持分法投資損益 27年３月期 － 百万円   26年３月期 － 百万円 
 
（２）財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
27年３月期 6,492 1,864 28.7 79.28 
26年３月期 5,824 1,833 31.5 77.95 

 
（参考）自己資本 27年３月期 1,864 百万円   26年３月期 1,833 百万円 

 
（３）キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

27年３月期 △49 △49 275 970 

26年３月期 － － － － 

（注）平成26年３月期のキャッシュ・フローの状況につきましては、連結財務諸表を作成しているため、記載しており 
   ません。 
 

２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 純資産 

配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
26年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 
27年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 
28年３月期（予想） － － － － －   －   
平成28年３月期につきましては、今後の経営環境の推移を見極めた上でお知らせいたします。 
 
３．平成28年３月期の業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 3,000 △17.0 42 △65.3 30 △76.7 20 53.8 0.8 

通期 6,500 △13.1 124 △6.8 100 △33.8 85 30.8 3.6 

 



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 

②  ①以外の会計方針の変更              ：無 

③  会計上の見積りの変更                ：無 

④  修正再表示                          ：無 

（注）詳細は、添付資料12ページ「５.財務諸表（５）財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧く

ださい。 
 
（２）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年３月期 23,550,000 株 26年３月期 23,550,000 株 

②  期末自己株式数 27年３月期 34,042 株 26年３月期 33,642 株 

③  期中平均株式数 27年３月期 23,516,191 株 26年３月期 23,517,673 株 

 
 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表

に対する監査手続が実施中です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」を

ご覧ください。 

 当社は、連結子会社であったMEIKI（Thailand）Co.,Ltd.に関して平成26年６月17日付の臨時取締役会において解

散を決議し、現在清算手続きを進めており、重要性が低下したため、当事業年度より連結財務諸表を作成しておりま

せん。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

当事業年度におけるわが国経済は、円安の効果もあり輸出関連企業を中心とした収益の改善を背景に緩やかな回

復が続いております。平成26年４月の消費税率引き上げ後の消費動向につきましては、個人消費を中心に大きく落ち

込み、その後徐々に持ち直しつつあるものの、円安により海外調達コストが増加したことで物価上昇に伴う実質賃金

が下落し、全体として勢いを欠いている状況が続いております。

 一方海外では、米国経済が個人消費を中心に底堅い成長を持続しており、欧州経済はユーロ安を背景に回復の兆し

が見えつつあります。

 このような状況のもとで当社は、企業収益の向上による設備投資増が好影響となり、自動車関連向けの大型射出成

形機を軸に順調に推移してまいりました。

 当事業年度の受注高につきましては、前期に比べ6.4％増の6,963百万円となりました。売上高につきましては、射

出成形機が好調で4,499百万円（前期比86.0%増）、プレス機610百万円（前期比98.2％増）、金型・周辺機器等その

他を含めた全売上高は7,483百万円（前期比37.9%増）と増加しました。これにより国内売上高は3,854百万円（前期

比39.9％増）、海外売上高は3,628百万円（前期比35.8％増）となり売上高に占める輸出比率は48.5%となりました。

 利益面につきましては、売上高の増加により経常利益151百万円（前期比228.5％増）となりましたが、厚生年金基

金解散損失引当金繰入額の特別損失99百万円を計上したため、当期純利益65百万円（前期比37.1％減）となりまし

た。

 

＜次期の見通し＞

 今後の経済見通しにつきましては、円安による輸入材料費の値上がり等の懸念材料はあるものの、消費税率引き上

げによる駆け込み需要の反動が一巡して消費者の購買力を押し上げ、企業収益の改善と更なる設備投資の増加につな

がることが期待されます。

 このような状況のもと、当社といたしましては、営業・技術・生産部門の連携を強化して「製品の品種拡大」のス

ピード強化、保有技術の更なる発展と生産能力の向上を徹底していき、お客様のニーズに応えるべく自動車用ライト

やバンパーなどの用途として新型成形機及び大型射出成形機拡販をはじめ、プレス機及びその他専用機の販売強化に

尽力し、収益の拡大に努めてまいります。

 通期の業績予想につきましては、売上高6,500百万円（前年同期比13.1％減）、経常利益100百万円（前年同期比

33.8％減）、当期純利益85百万円（前年同期比30.8％増）を見込んでおります。

 

(2）財政状態に関する分析

 当事業年度末における現金及び預金は970百万円、前事業年度末に比べ176百万円（22.2％）の増加となりました。

当事業年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれぞれの要因は、次のとおりであります。

 営業活動によるキャッシュ・フローの主な増加要因は、減価償却費111百万円、厚生年金基金解散損失引当金99百

万円、たな卸資産の減少186百万円です。主な減少要因は、売上債権の増加による675百万円、利息の支払額25百万

円、法人税等の支払額19百万円であり、この結果、49百万円の減少となりました。

 投資活動によるキャッシュ・フローの主な減少要因は有形固定資産取得による支出45百万円であり、この結果、49

百万円の減少となりました。

 財務活動によるキャッシュ・フローの主な増加要因は、短期借入れによる収入375百万円、長期借入れによる収入 

250百万円であります。主な減少要因は、短期借入金の返済による支出162百万円、長期借入金の返済による支出162

百万円であり、この結果、275百万円の資金収入となりました。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率（％） 28.9 35.9 31.4 28.7

時価ベースの自己資本比率

（％）
27.7 37.7 34.3 37.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
65.6 3.3 50.9 -

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
0.6 11.9 1.2 -

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い
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（注１）平成24年３月期から平成26年３月期までは連結ベース、平成27年３月期は個別の財務数値により算出しており

ます。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表及び貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、剰余金処分につきましては企業体質の強化を図りつつ、株主各位に対して安定的な利益還元に努めていく

ことを基本としております。内部留保金につきましては、中長期的展望に立った開発活動及び経営体制の効率化・省

力化のための投資等に活用し企業競争力と企業体質のさらなる強化に取り組んでまいります。

 当事業年度につきましては、利益は確保したものの安定した黒字体質の基盤としてまだ十分とは言えないものがあ

ります。そのような状況を踏まえ、内部留保を十分に確保してより強固な財務基盤とするため、株主の皆様には誠に

心苦しい限りでございますが、前期に引き続き今期も無配とさせて頂きますのでご理解の上、ご承認を賜りますよう

お願い申し上げます。

 

(4）事業等のリスク

 当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。 

 ① 経済状況 

 当社の売上高のうち、約50％が米国、中国、南米等への輸出によるものです。従いまして、日本をはじめこれら

の国々の景気後退、その他経済活動に悪影響を及ぼす情勢の変動が当社の業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

 ② 為替レートの変動 

 当社は、売上の大半を円建てで行っており為替変動の影響を直接受けることは殆どありませんが、仕入について

は一部外貨建取引をしており、当社の業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 ③ 価格競争 

 プラスチック射出成形機、プレス機業界の価格競争は従前より熾烈を極めておりますが、特に中国経済の台頭は

新たな市場を創生する一方、安価な競合製品の供給者も生む結果となっており、当社の販売する一部製品において

一層激しい価格競争がおき、当社の業績、財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 ④ 災害等による影響 

 当社の本社及び生産工場は愛知県大府市にあります。同地域を含めた東海地方は大規模な地震が発生する可能性

がある地域とされており、万一大規模地震が発生し操業を中断する事象が生じた場合は業績、財務状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

 ⑤ 退職給付債務 

 従業員の退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されておりますが、これら

の前提条件（割引率他）が実際の結果と異なる場合、又は前提条件が変更された場合には、将来において認識され

る費用及び計上される債務に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況

 当社の企業集団は、当社及び親会社（株式会社日本製鋼所）で構成され、主として射出成形機、プレス機の製造販売

を行い、更にこれに関連する事業活動を展開しております。

 ※MEIKI（Thailand）Co.,Ltd.は、平成26年６月17日付の臨時取締役会において解散を決議し、現在清算手続き中で

あります。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針 

当社は、 

 ①「常に顧客第一主義に徹すること」 

 ②「常に適正利潤を確保すること」 

 ③「常に社内のコミュニケーションを良好に保つこと」 

を経営基本方針としております。 

 即ち、お客様のニーズに合った高品質・高機能の製品を市場競争力のある適正な価格で提供し、お客様の満足と信

頼を得ることにより、常に適正な利益を確保し、企業として発展し続けることで株主・地域社会・取引先・従業員な

ど、すべてのステークホルダの期待に応えることができるとの考えに立ち、それを実現するために、常に社内全ての

セクションがお客様のニーズやその他必要な情報を共有し、適切且つ効率的な企業活動を行うよう努めております。 

 

(2）目標とする経営指標 

 当社は、継続的かつ安定した収益の確保と、親会社である株式会社日本製鋼所との資本業務提携の推進強化、及び

お客様のニーズをとらえた独自技術による製品開発により売上規模の拡大を図りながら、「お客様とともに技術を拓

くベストパートナー」として企業価値の向上を目指しています。特に当社の強みであります特殊大型成形機やプレス

機分野に経営資源を集中させ、収益性を最優先とした方針で取り組んでおります。経営指標としましては、経常利益

率を重視し、常にその改善に取り組んでまいります。 

 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 様々な産業分野で、省エネ、省資源、高機能化が求められる状況の中、当社といたしましては経営環境の変化に即

応できる体制の確立を目指し、以下の方針によって業績の向上を目指してまいります。 

 ① 顧客ニーズを捉えた高付加価値製品の開発と提案サービスの提供 

  顧客とのコミュニケーションを通じて、ニッチ分野の高付加価値製品を開発し、ニーズにマッチした専用機を常 

に提供できる企業を目指します。また既設機の付加価値向上のためのご提案や、定期点検の充実に努めてまいりま

す。 

 ② 株式会社日本製鋼所とのシナジー強化 

  当社の親会社であります、株式会社日本製鋼所との業務提携において同社製射出成形機の受託販売強化と共同開

発機の販売推進、また営業基盤の相互活用によりシナジー効果を発揮し、売上規模の拡大を図ってまいります。

 ③ 収益性を重視した経営 

  継続的に変動費の改善や固定費の更なる低減を図り、財務基盤を安定化させるとともに株式会社日本製鋼所との

部品・ユニットの共通化や部材の共同調達、適地化生産を推進し、コスト競争力を強化してまいります。 

 

(4）会社の対処すべき課題

 当社は、平成21年度に実施した合理化対策以降、親会社である株式会社日本製鋼所製品の取込み、原価改善、生産

性の向上等の経営改善、大型特殊機に特化した販売戦略を実行した結果、平成23年度以降利益を計上することができ

ました。

しかし、将来の安定的な事業展開、売上規模の維持・拡大のためには新製品を市場投入し、第２、第３の柱となる

製品を育成することが必要です。そのためには先進企業が集中する中部地区において、当社の保有する油圧技術、プ

レス技術を活かすことのできる新分野に積極的に対応し、経営基盤をより強化し、財務体質を改善させてゆきます。

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社は、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて作成しております。 

 なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。 
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５．財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 794,332 970,514 

受取手形 343,670 456,602 

売掛金 1,089,244 1,651,107 

製品 1,046 0 

仕掛品 1,290,022 1,002,063 

原材料及び貯蔵品 1,037,596 1,140,190 

繰延税金資産 72,577 107,218 

前払費用 22,695 21,878 

その他 40,960 3,450 

貸倒引当金 △594 △1,266 

流動資産合計 4,691,551 5,351,760 

固定資産    

有形固定資産    

建物 3,061,279 3,080,492 

減価償却累計額 △2,491,776 △2,525,154 

建物（純額） 569,502 555,337 

構築物 371,287 371,287 

減価償却累計額 △331,941 △336,506 

構築物（純額） 39,346 34,781 

機械及び装置 1,130,971 1,110,115 

減価償却累計額 △997,324 △989,080 

機械及び装置（純額） 133,647 121,035 

車両運搬具 46,473 47,288 

減価償却累計額 △43,650 △41,626 

車両運搬具（純額） 2,822 5,661 

工具、器具及び備品 825,148 852,137 

減価償却累計額 △789,170 △810,086 

工具、器具及び備品（純額） 35,977 42,050 

土地 219,035 219,035 

リース資産 42,059 73,825 

減価償却累計額 △15,935 △24,947 

リース資産（純額） 26,124 48,878 

建設仮勘定 - 8,320 

有形固定資産合計 1,026,457 1,035,101 

無形固定資産    

借地権 3,100 3,100 

ソフトウエア 2,046 5,831 

リース資産 56,753 46,715 

施設利用権 4,009 4,009 

無形固定資産合計 65,909 59,656 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,675 5,675 

関係会社株式 4,606 4,606 

繰延税金資産 6,746 12,596 

破産更生債権等 3,923 4,656 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

長期前払費用 13 69 

その他 23,334 23,009 

貸倒引当金 △3,923 △4,656 

投資その他の資産合計 40,375 45,956 

固定資産合計 1,132,741 1,140,714 

資産合計 5,824,292 6,492,475 

負債の部    

流動負債    

支払手形 716,775 587,081 

買掛金 795,518 1,007,361 

短期借入金 1,050,000 1,262,500 

1年内返済予定の長期借入金 150,000 235,000 

リース債務 21,754 28,692 

未払費用 183,577 237,312 

未払法人税等 9,920 24,532 

前受金 59,549 18,172 

預り金 7,842 6,310 

完成工事補償引当金 29,188 51,100 

その他 - 23,950 

流動負債合計 3,024,127 3,482,013 

固定負債    

長期借入金 150,000 152,500 

リース債務 67,038 75,284 

退職給付引当金 750,117 818,491 

厚生年金基金解散損失引当金 - 99,620 

固定負債合計 967,156 1,145,896 

負債合計 3,991,283 4,627,909 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,110,029 1,110,029 

資本剰余金    

資本準備金 625,270 625,270 

資本剰余金合計 625,270 625,270 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 104,813 136,408 

利益剰余金合計 104,813 136,408 

自己株式 △7,104 △7,143 

株主資本合計 1,833,009 1,864,565 

純資産合計 1,833,009 1,864,565 

負債純資産合計 5,824,292 6,492,475 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 5,426,483 7,483,221 

売上原価 4,101,213 5,702,254 

売上総利益 1,325,270 1,780,967 

販売費及び一般管理費 1,279,342 1,647,263 

営業利益 45,927 133,703 

営業外収益    

受取利息 65 60 

受取配当金 236 26,464 

仕入割引 270 333 

受取賃貸料 7,301 7,230 

為替差益 1,780 - 

貸倒引当金戻入額 6,422 - 

その他 8,659 17,586 

営業外収益合計 24,735 51,675 

営業外費用    

支払利息 21,991 25,285 

手形売却損 770 152 

為替差損 - 6,959 

その他 1,686 1,154 

営業外費用合計 24,447 33,551 

経常利益 46,215 151,827 

特別損失    

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 - 99,620 

固定資産除売却損 3,454 65 

特別損失合計 3,454 99,686 

税引前当期純利益 42,761 52,140 

法人税、住民税及び事業税 17,271 26,747 

法人税等調整額 △79,324 △40,491 

法人税等合計 △62,052 △13,743 

当期純利益 104,813 65,884 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

              (単位：千円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 3,008,500 625,270 625,270 △1,898,470 △1,898,470 △6,887 1,728,412 1,728,412 

会計方針の変更による
累積的影響額               - 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

3,008,500 625,270 625,270 △1,898,470 △1,898,470 △6,887 1,728,412 1,728,412 

当期変動額                 

資本金から剰余金への
振替 △1,898,470 1,898,470 1,898,470       - - 

欠損填補   △1,898,470 △1,898,470 1,898,470 1,898,470   - - 

当期純利益       104,813 104,813   104,813 104,813 

自己株式の取得           △216 △216 △216 

当期変動額合計 △1,898,470 - - 2,003,283 2,003,283 △216 104,596 104,596 

当期末残高 1,110,029 625,270 625,270 104,813 104,813 △7,104 1,833,009 1,833,009 

 

当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

              (単位：千円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 1,110,029 625,270 625,270 104,813 104,813 △7,104 1,833,009 1,833,009 

会計方針の変更による
累積的影響額       △34,289 △34,289   △34,289 △34,289 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

1,110,029 625,270 625,270 70,523 70,523 △7,104 1,798,719 1,798,719 

当期変動額                 

資本金から剰余金への
振替 

- - -       - - 

欠損填補   - - - -   - - 

当期純利益       65,884 65,884   65,884 65,884 

自己株式の取得           △38 △38 △38 

当期変動額合計 - - - 65,884 65,884 △38 65,845 65,845 

当期末残高 1,110,029 625,270 625,270 136,408 136,408 △7,143 1,864,565 1,864,565 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

  (単位：千円) 

 
 当事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 52,140 

減価償却費 111,819 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,404 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 21,912 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 34,084 

厚生年金基金解散損失引当金の増減額（△は減

少） 
99,620 

受取利息及び受取配当金 △26,858 

支払利息 25,285 

為替差損益（△は益） 182 

固定資産除却損 65 

売上債権の増減額（△は増加） △675,528 

たな卸資産の増減額（△は増加） 186,410 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 42,041 

仕入債務の増減額（△は減少） 62,189 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 32,911 

小計 △32,318 

利息及び配当金の受取額 26,858 

利息の支払額 △25,152 

法人税等の支払額 △19,012 

営業活動によるキャッシュ・フロー △49,624 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △45,277 

無形固定資産の取得による支出 △4,247 

その他の支出 △150 

その他の収入 474 

投資活動によるキャッシュ・フロー △49,200 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 375,000 

短期借入金の返済による支出 △162,500 

長期借入れによる収入 250,000 

長期借入金の返済による支出 △162,500 

自己株式の取得による支出 △38 

リース債務の返済による支出 △24,771 

財務活動によるキャッシュ・フロー 275,189 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △182 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 176,182 

現金及び現金同等物の期首残高 794,332 

現金及び現金同等物の期末残高 970,514 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

（重要な会計方針）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

（1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

（2）その他有価証券

時価のあるもの

……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算出）

時価のないもの

……移動平均法による原価法

２ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価基準及び評価方法

時価法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

（1）製品及び仕掛品

……主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（2）原材料及び貯蔵品

……主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

４ 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

……主として建物及び建物附属設備については定額法によっております。その他は定率法によっております。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりとなっております。

建物及び構築物 ５～65年

機械装置及び運搬具 ３～17年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

……定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

   （５年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（4）長期前払費用

……定額法

５ 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）工事損失引当金

 当事業年度末の未引渡工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工

事について、事業年度以降の損失見込額を計上しております。

（3）完成工事補償引当金

 完成工事に係る補償に備えるため、見積額を計上しております。

（4）退職給付引当金

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業計年度から費用処理しております。 

（5）厚生年金基金解散損失引当金

 厚生年金基金の解散に伴い発生が見込まれる損失に備えるため、解散時の損失等に関する合理的な見積額を計上

しております。 
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６ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手元資金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づ

く割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方

法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

 この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が34,289千円増加し、利益剰余金が34,289千円減少しております。

また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響額は軽微であります。 

 

（追加情報）

１．愛鉄連厚生年金基金解散に伴う影響 

 当社が加入している「愛鉄連厚生年金基金」において、代議員会で特例解散の方針が決議されたため、基金の解散

に伴う損失の負担見込額を合理的に算定できる場合に、その損失の発生に備えて引当金を計上することといたしまし

た。 

 基金解散に伴う損失の負担見込額について、第２四半期会計期間において確定した同基金の平成26年３月31日現在

の決算数値をもとに、適用される按分率を考慮し試算した結果、厚生年金基金解散損失引当金繰入額99,620千円を特

別損失に計上しております。 

 

２．法人税等の税率変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下

げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従

来の34.94％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.43％に、平成28年

４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については31.65％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は6,599千円減少し、法人税等

調整額が6,599千円増加しております。 

また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の

65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額相当額に控

除限度額が改正されたことに伴い、繰延税金資産の金額は9,895千円減少し、法人税等調整額が9,895千円増加してお

ります。 

 

（持分法損益等）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

 当社は、プラスチック産業機械の製造及び販売を事業内容としており、産業機械事業単一事業であることから、セ

グメント情報については記載を省略しております。

 

- 12 -

㈱名機製作所　（6280）　平成27年３月期　決算短信



（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当事業年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 77.95円 79.28円

１株当たり当期純利益金額 4.46円 2.80円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当事業年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当期純利益金額（千円） 104,813 65,884

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る当期純利益金額

（千円）
104,813 65,884

期中平均株式数（株） 23,517,673 23,516,191

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。 

 

６．その他

(1）役員の異動

 ① 代表取締役の異動

   該当事項はありません。

 

 ② その他の役員の異動

   該当事項はありません。
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